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第５ 低所得者に関すること   

１ 生活保護とはどんな制度でしょうか  

私たちの一生の間には、病気や高齢で仕事ができなくなったり、生計の中心者が亡く

なったり事故にあったりするなど、いろいろな事情で生活が苦しくなってどうにもならなくな

ることがあります。  

日本国憲法第２５条には「すべての国民は健康で文化的な最低限度の生活を営む権

利を有する」という理念が定められています。 

生活保護は、この理念に基づき、生活に困っている人に最低限度の生活を保障すると

ともに、その人が自分の力で生活していけるよう支援することを目的とした制度です。 

したがって、保護を受ける人は、自分の生活のためにあらゆる努力をすることが必要で

す。  

（１） 生活保護を受けるには 
生活保護を受けようとする人は、次のような努力をしてください。  

〇働くことが出来る人は能力に応じて働き、収入を得る努力をしてください。病気やケ

ガなどの正当な理由がないのに自分の都合で働かない（求職活動をしない）場合、

生活保護は受けられません。  

〇生活費に充てることが出来る資産は処分して生活費に充てるよう努めてください。例

えば、預貯金、生活に直接関係のない土地や家屋、株券などの有価証券、貴金属

など。 また、居住用の不動産を所有している場合は、不動産担保の貸付制度を活

用していただく場合があります。 

〇年金、恩給、手当（児童手当、児童扶養手当など）、健康保険、雇用保険など生活

保護以外の法律や制度で受けることができるものは生活保護に優先して受けてくだ

さい。  

〇夫婦、親子、兄弟姉妹は民法上の扶養義務者に当たります。援助を受けられる場合

は、援助を受けてください。 離婚したときに、前夫（妻）と子どもの養育費等の援助

がある場合は、継続して援助を受けてください。扶養は、生活保護に優先しますが、

親族等からの援助がない、または少ないことを理由に生活保護が受けられないこと

はありません。また、親族等への扶養照会は、事情をお聞かせいただき、「直接照会

することが真に適当でない」「扶養の可能性が期待できない」と判断される場合には、

直接照会は行いません。ご相談ください。 

〇生活に役立つものがあれば活用してください。例えば、生命保険の入院給付金、解

約返戻金、交通事故による賠償金など。  
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（２） 生活保護を受けるまでの手続き 
ア．生活保護の相談と申請  

〇生活保護の相談は誰でも出来ますが、申請は本人、その扶養義務者又はその

他の同居の親族に限られます。  

〇生活保護の相談や申請をする場合は、相談内容、申請理由、直近の生活状況、

職歴、家庭の状況、扶養義務者の状況、資産の状況などをお聞きします。他人

に知られたくないこともあると思いますが、守秘義務によって秘密は守られますの

でご安心ください。  

〇虚偽の申請をして保護を受けた場合は、罰せられることがあります。  

イ．調査 

生活保護の申請をすると、生活福祉課の担当員(ケースワーカー)が家庭訪問等

によって保護が必要かどうかの調査をします。 

〇生活保護を申請するときは、次の書類等を確認させていただきます。 

・生命保険証書                     ・運転免許証、各種免許証 

・前３か月分の給与明細書      ・家賃、地代の契約書  

・年金手帳         ・扶養義務者一覧  

・各種年金、恩給証書と支払通知書 ・車検証、任意保険証書 

・負債の一覧 ・生活歴、職歴、病歴 

・傷病手当金支払通知書 ・年金受給者記録照会票 

・預貯金通帳全部〔記帳済のもの〕     ・身体障害者手帳、精神福祉手帳 

・健康保険証、介護保険証            ・土地、建物の登記簿謄本（権利証） 

・住民基本台帳カード ・マイナンバーカード（個人番号カード） 

ウ．決定 

調査結果をもとに、国の基準により保護が必要かどうか、必要な場合はどの程度

必要かを判断し、原則として申請日から１４日以内(遅くとも３０日以内)に決定して文

書で通知します。  

（３） 生活保護の種類は  
生活保護にはつぎの 8 つの種類の扶助があり、その世帯の状況に応じて受けら

れることになっています。  

①生活扶助   食料費・衣料費・光熱水費など、日常生活に必要な費用  

②住宅扶助   家賃、地代や住宅の維持・補修に必要な費用  

③教育扶助   義務教育に必要な学用品・給食費などの費用  

④医療扶助   病気やけがの治療に必要な費用、必要最小限の通院費用（事前申請） 

⑤介護扶助   介護保険によるサービスを受けるために必要な費用 

⑥出産扶助   出産に必要な費用 

⑦生業扶助   技能修得や就職の支度に直接必要な費用、高校就学に必要な費用 

⑧葬祭扶助   葬祭に必要な費用  
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（４） 生活保護の仕組みは 
  生活保護では、世帯全員の収入と国が定めた月ごとの最低生活費を比べたうえ

で、その不足分を保護費として支給することになります。  

◎最低生活費とは、家族の人数や年齢などをもとにして、国が定めた最低限の生活に必 

要な費用です。  

◎収入とは、その世帯の勤労収入や年金、手当、仕送り、臨時収入などを合計したもので

す。 

◎働いて得た収入からは、基礎控除や必要経費などの控除が認められています。 

◎就労収入により自立（生活保護から脱却）した場合、就労自立給付金が支給される場合

があります。 

◎大学等に進学する場合、進学準備給付金が支給されます。 

生活保護の仕組み（図解） 

① 収入が最低生活費より少ない場合 

② 収入が最低生活費より多いが医療費の全額までは負担できない場合 
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③ 収入が最低生活費と医療費の合計より多い場合 

（５） 生活保護受給中の権利と義務は 
生活保護は、最低生活を維持するための給付であり、その費用は国民の税金に

よって賄われていますから、保護受給者には特別の権利が与えられている一方、義

務も課せられています。 

ア．権利 

①保護受給者は、正当な理由がなければ、すでに決定された保護を不利益に変更

されません。 

②保護費として受け取ったお金は、税金がかかったり差押えられたりすることはありま

せん。  

③決定した保護の内容に納得できないときは、不服申立てをすることができます。  

イ．義務 

①譲渡禁止 

  保護受給者は、保護を受ける権利を譲り渡すことはできません。 

②生活上の義務 

・ 生活保護は、最低限の生活の保障ですので、家計の節約を図って、生活の維

持と向上に努めてください。（生活用品・家具・家電などの生活必需品の購入

は、経常的な生活費のやり繰りで賄うことを原則としています。） 

・ 生活保護受給中に貸付けを受けたり、生活保護費を借入金の返済等に充てた

りすることはしてはいけません。  

・ 家族のなかで働ける人はその能力に応じて働き、少しでも収入を増やすように

努力してください。 

・ パチンコ・競馬などのギャンブルは慎んでください。 

・ 必要な訪問・調査は拒否しないでください。 

・ 病気の人は医師の意見に従って、早く元気な体になるよう療養してください。 

・ 自動車の保有および使用（他人名義の自動車を含む）は、原則として認められ

ません。 
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ウ．届出の義務  

①収入および収入額の変更は、すべて申告してください。なお、働いて得た収入から、

基礎控除や必要経費などが控除として認められています。 

・ 給料や内職などの就労収入(給料明細書などを添付してください。)  

・ 年金や恩給、諸手当、雇用保険などの収入(支払通知書などを添付してください。)  

・ 仕送り、賞与や保険金、慰謝料などの臨時収入  

・ 高校生がアルバイトをしたときも必ず申告してください。（２０歳未満控除があります。

または、修学旅行費・学習塾費・大学等の入学費用に充てることができます。） 

・ 収入の有無に関わらず 収入申告書を定期的に提出してください。 

・ 収入の全くない人も、1 年に 1回は「無収入」の申告が必要です。 

②資産申告をしてください。 

・ １年に１回は「資産申告書」の提出が必要です。（世帯全員の預金通帳の写しなど

を添付） 

③生活状況が変わったときは、すみやかに連絡してください。  

・ 就職や退職、内職の変更など  

・ 世帯員の転出や転入、妊娠、結婚、死亡など  

・ 進学や卒業、中退などされるとき  

・ 交通事故などにあわれたとき （治療を受ける時は、事前に届出が必要です。） 

・ 長期間留守にされるとき  

・ 家賃や地代が変わったとき  

・ 転居しなければならなくなったとき  

・ 扶養義務者の住所が変わったとき  

エ．指示などに従う義務 

福祉事務所は、保護受給中の人に対して生活の維持や向上など、保護の目的

の達成に必要な指導や指示をすることができることになっています。この指導や指

示には必ず従ってください。従われない場合は、保護の受給を続けることができな

くなることがあります。  

（６） 病気になった、介護が必要になったときは  
① 病気で受診するときや介護保険による介護サービスを利用されるときは、事前に 

  福祉事務所に申請してください。急病などのときは、先に受診されてもかまいませ

んが、後日、速やかに届け出てください。 

② 同じ病気で二つ以上の病院にかかることがないようにしてください。 

③ 病気が治った、または途中で通院をやめる場合は、すみやかに連絡してください。  

④ 入院、退院をされたときは、すみやかに連絡してください。  

⑤ 医師の指導に従って治療に努め、自分勝手に治療を中断したり、転院したりしな 

いでください。  

⑥ 原則、後発医薬品（ジェネリック医薬品）を使用してください。（医師の指示がある場

合を除きます。） 
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（７） 保護費の支給は 
保護費は原則として毎月１日にお支払いします。なお、１日が土・日曜日の場合は、

その直前の開庁日にお支払いします。 

また、１月分は、１２月最後の開庁日の前日に、４月分は４月１日が土・日曜日の場合

は、その直後の開庁日にお支払いします。

（８） 保護費を返してもらうこともあります  
ア．資産がありながら保護を受けた場合  

さし迫った事情のため資産があるにもかかわらず保護を受けたとき、年金・手当な

どを受けられなかった人が遡ってそれらを受給したとき、交通事故の賠償金を受け

取ったときなどは、原則として、その収入の範囲内で保護費を返還していただくこと

になります。  

イ．不正に保護を受けた場合 

虚偽の申請、または、収入があるのに申告をしないなど不正に保護を受けたとき

は、不正に受けた保護費全額を返還していただきます。  

さらに、このときには、懲役、または罰金に処せられることがあります。 

（９） 地区担当員(ケースワーカー)とは  
地区担当員は、適正な保護を行う目的で、定期的および必要に応じて生活状況

把握のために各家庭を訪問します。また、保護を受けている世帯の生活の維持・向

上を図るために必要な質問や助言を行いますので協力をしてください。  

地区担当員は皆さんのよき相談相手でもありますので、困ったことや、わからないこ

とがあれば遠慮なく相談してください。  

（１０） 生活保護を受けている、４０歳以上の方に対しての健康診査について  
（生活保護者等健康診査）

◆対象者

一宮市内に住所を有する生活保護受給者で今年度に４０歳以上になる方 

◆実施場所

市内の協力医療機関（医療機関名は「いちのみやし保健所だより」をご覧ください。） 

◆実施期間

５月１日～１２月３１日  診療時間内 

◆検査内容

基本的な項目として問診、身体診察、身体計測、血圧測定、血液検査、尿検査 

ただし、医師の判断により貧血検査、心電図検査、眼底検査を選択的に実施 

◆料金

無料 
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◆申し込み場所 

受診を希望される方は、近くの担当窓口へお申し出ください。 

    健康診査受診券(兼申込書)および確認書、健康診査受診票を交付します。 

・ 本庁舎２階２４番窓口（生活福祉課）  電話２８－９０１６（直通） 

・ 尾西庁舎１階窓口課７番窓口      電話８５－８３９３（直通） 

・ 木曽川庁舎１階総務窓口課４番窓口  電話８４－０００６（直通） 

◆持ち物

健康診査受診券（兼申込書）および確認書 

特定健康診査（等）受診票 

健康手帳（お持ちの方はご持参ください。） 

◆問合せ先

保健所 保健総務課 事業グループ（一宮市中保健センター内）  

所在地：〒491-0076 一宮市貴船町３丁目２番地 

電  話：（０５８６）７２－１１５３  FAX：（０５８６）７２－２０５６ 

生活保護法 【抜粋】 
（この法律の目的） 

第１条 この法律は、日本国憲法第２５条に規定する理念に基き、国が生活に困窮する 

すべての国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低 

限度の生活を保障するとともに、その自立を助長することを目的とする。 

（無差別平等） 

第２条 すべて国民は、この法律の定める要件を満たす限り、この法律による保護を、 

無差別平等に受けることができる。 

（最低生活） 

第３条 この法律により保障される最低限度の生活は、健康で文化的な生活水準を維 

持することができるものでなければならない。 

（保護の補足性） 

第４条 保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるもの 

を、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる。 

   ２  民法に定める扶養義務者の扶養及び他の法律に定める扶助は、すべてこの 

法律による保護に優先して行われるものとする。 
   ３  前２項の規定は、急迫した事由がある場合に、必要な保護を行うことを妨げる 

ものではない。 

◆問合せ先 

本庁舎２階２４番窓口（生活福祉課）電話２８－９０１６（直通） 
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２ 生活困窮者自立支援事業 
生活保護に至ってはいないものの、生活に困窮している方（就労の状況、心身の状況、

地域との関係性その他の事情により、現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持するこ

とができなくなるおそれのある方）に対し、困窮状態から早期に脱却することを支援するた

め、本人の状態に応じた包括的な相談支援を実施し、生活困窮者の方の社会的経済的自

立を図ります。 

（１）自立相談支援 
失業、借金、病気などの問題を多く抱え、経済的に苦しく、生活に困っている方に対 

し、問題がより複雑化・深刻化する前に自立の促進を図ります。 

困りごとを聞いて、その問題・課題を整理し、解決に向け、相談者と一緒に考え、必要 

に応じ専門的な窓口に繋ぎます。 

◆対象 

市内に在住し、生活保護を受給していない方 

◆申込方法 

お待ちいただく時間が長くならないようにするため、できるだけ予約の電話をお願い 

します。 

◆申込場所・問合せ先 

本庁舎２階２８番（福祉総務課 福祉総合相談室）電話２８－９１４５（直通） 

（２）住居確保給付金 
離職や休業により、住宅を失った方又は失うおそれのある方に対する賃貸住宅の家

賃額を給付するとともに就労支援等を実施し、住宅及び就労機会に向けた支援を行いま

す。 

◆支給対象者 

   ① 住宅を失った又は賃貸住宅に居住しているが住宅を失うおそれがある。   

② 離職・廃業から２年以内、又は、やむを得ない休業等により収入が減少している。 

   ③ 申請者及び申請者と同居している者の収入の合計額が次の金額以下である。 

単身世帯   ８１，０００円＋申請者の住居の家賃額（上限 ３７，０００円） 

二人世帯  １２４，０００円＋申請者の住居の家賃額（上限 ４４，０００円） 

三人世帯  １５９，０００円＋申請者の住居の家賃額（上限 ４８，１００円） 

四人世帯  １９７，０００円＋申請者の住居の家賃額（上限 ４８，１００円） 

五人世帯  ２３５，０００円＋申請者の住居の家賃額（上限 ４８，１００円） 

※ 家賃額には管理費や共益費等は含みません。 

   ④ 申請者及び申請者と同居している者の預貯金の合計額が次の金額以下である。 

単身世帯       ４８６，０００円 

二人世帯       ７４４，０００円 

三人世帯       ９５４，０００円 

四人世帯以上  １，０００，０００円 
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   ⑤ 離職等前に申請者が就労して得た収入で生計を維持していた。（離職等後、離婚

などにより主たる生計維持者となっている場合も含む。） 

   ⑥ 就労能力及び常用就職意欲がある。 

   ⑦ 申請者及び申請者と同居している者が暴力団員でない。 

◆支給額 

支給額 ＝ 家賃額 － （ 申請月の世帯全員の収入 － 基準額 ） 

※ 家賃額には管理費や共益費等は含みません。 

※ 支給額の上限月額            ※ 基準額 

単身世帯      ３７，０００円       単身世帯   ８１，０００円 

二人世帯      ４４，０００円       二人世帯  １２４，０００円 

三人～五人世帯  ４８，１００円       三人世帯  １５９，０００円  

六人世帯      ５２，０００円       四人世帯  １９７，０００円 

七人世帯以上   ５８，０００円       五人世帯  ２３５，０００円 

◆支給期間 

原則３か月 

      ただし、受給中は、誠実かつ熱心に求職活動等を行っていただくことになります。 

◆申込場所・問合せ先 

本庁舎２階２８番（福祉総務課 福祉総合相談室）電話２８－９１４５（直通） 

（３）家計改善支援
家計に課題を抱える方に対し、収支の状況に応じた支援計画や家計表を作成します。

また、情報提供のほか、必要に応じて債務整理や福祉資金貸付等を紹介し、早期に家

計再建できるよう支援します。 

◆対象 

市内に在住し、生活保護を受給していない方で、節約や家計管理に不安がある方 

◆申込場所・問合せ先 

本庁舎２階２８番（福祉総務課 福祉総合相談室）電話２８－９１４５（直通） 

（４）就労準備支援
複合的な課題を抱え、直ちに就労することが困難な方に対し、一般就労に向けた準備

としての基礎能力の形成を計画的かつ一貫して実施します。 

◆対象 

市内に在住し、（２）住居確保給付金、支給対象者③④の要件を満たす方 

◆申込場所・問合せ先 

本庁舎２階２８番（福祉総務課 福祉総合相談室）電話２８－９１４５（直通） 
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３ 各種貸付事業

（１） 生活福祉資金貸付事業 

低所得世帯・障害者世帯または介護の必要な高齢者世帯を対象に、資金の貸付けと

必要な援助指導を行うことにより、その経済的自立および生活意欲の助長・促進、並び

に在宅福祉および社会参加の促進を図ります。 

◆貸付種類 

福 祉 資 金 

福

祉

費

生業を営むために必要な経費 

技能習得に必要な経費およびその期間中の生計を維持するために必要な経費 

住宅の増改築・補修などに必要な経費 

福祉用具などの購入に必要な経費 

障害者用自動車の購入に必要な経費 

中国残留邦人などにかかる国民年金保険料の追納に必要な経費 

負傷または疾病の療養に必要な経費及びその療養期間中の生計を維持するため

に必要な経費 

介護サービス、障害者サービスなどを受けるのに必要な経費及びその期間中の生

計を維持するために必要な経費 

災害を受けたことにより臨時に必要となる経費 

葬祭に必要な経費、住居の移転など、就職の支度、その他日常生活上一時的に

必要な経費 

緊

急

小

口

資

金

医療費、介護費の支払などの臨時の生活費 

給与などの盗難、紛失による臨時の生活費 

火災などの被災による臨時の生活費 

教育支援資金 

教育支援費
学校教育法に規定する高校・短大・大学などに就学するのに必要な経

費 

就学支度費 上記学校に入学する際に必要な経費 
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総合支援資金 

生活支援費 失業などで生活困窮となった世帯に対し、就職するまでの必要な生活費

住宅入居費 住居確保給付金支給対象者が、賃借契約を締結するために必要な経費

一時生活 

再建費 

失業などにより、新たに就業するために必要な支度費 

公共料金の滞納により、日常生活が著しく困難になる場合、その滞納分

の支払いに必要な経費 

不動産担保型生活資金 

不動産担保

型生活資金

低所得で、世帯員全員が 65 歳以上の高齢者世帯に対し、一定の居住

用不動産(土地）を担保に生活資金を貸し付け 

要保護向け

不動産担保

型生活資金

世帯員全員が 65 歳以上の要保護の高齢者世帯に対し、一定の居住用

不動産を担保に生活資金を貸し付け 

◆限度額・償還期間

種類により、貸付金額、据置期間、償還期間などが異なります。 

◆連帯保証人

原則１人必要 （ただし、困難な場合はなくても申請可）。 

緊急小口資金、教育支援資金は不要。 

ただし、教育支援資金は、連帯借受人が必要。 

◆利子

無利子。ただし、連帯保証人がない場合は、据置期間終了後、年１．５％です。 

不動産担保型生活資金は、年３％又は長期プライムレートのいずれか低い利率です。 

◆申し込み

随時受付。貸付けには要件があります。詳細はお問い合わせください。 

◆問合せ先  社会福祉協議会 Ｐ１６５参照 

◆貸付けの可否

審査会後、結果を文書で通知します。 



- 164 -

（２） 生活資金貸付事業 

一世帯２００，０００円を限度として、災害・疾病・出産・葬祭などによる不時の支出及

び一時的な収入減により生活資金を必要とする低所得世帯に対し、生活費を貸し付け、

世帯の自立更生を図ります。 

◆償還期間          ２年以内 

◆連帯保証人        １人必要 

◆利子              無利子 

◆申し込み 

随時受付。貸付けには要件があります。詳細はお問い合わせください。 

◆問合せ先  社会福祉協議会 Ｐ１６５参照

（３） 小口資金貸付事業 

ア．くらし資金

一世帯１００，０００円を限度として、生活に必要なつなぎ資金や不時の支出を必要と

する自立更生の見込みのある低所得世帯に対して貸付けを行います。 

◆償還期間          ９か月以内 

◆連帯保証人        １人必要 

◆利子              無利子 

◆申し込み 

随時受付。貸付けには要件があります。詳細はお問い合わせください。 

イ．福祉金庫

一世帯５０，０００円を限度として、不慮の災害・疾病などのため緊急に不時の支出を

必要とする自立更生の見込みのある低所得世帯に対して貸付けを行います。 

◆償還期間          １年以内 

◆連帯保証人        １人必要（ただし、金額により免除あり） 

◆利子              無利子 
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◆申し込み 

随時受付。貸付けには要件があります。詳細はお問い合わせください。 

◆問合せ先

社会福祉協議会本部（地域福祉グループ） 電話８５-７０２４ 

４ 母子父子寡婦福祉資金貸付事業

ひとり親家庭や寡婦の方の生活の安定と向上のために必要な資金や、子どもの進学に

必要な資金の貸付けを行います。 

貸 付 種 類 資 金 の 内 容 

事業開始資金 事業を開始するのに必要な設備、材料、商品等の購入資金

事業継続資金 現在営んでいる事業を継続するための運転資金または拡張資金

技能習得資金
事業開始、就職のために必要な知識、技能を習得する場合または高等学校に修

学する場合に必要な授業料、材料費、交通費等の資金（5 年以内） 

住宅資金 
①現在住んでいる住宅を増、改築または補修するために必要な資金 

②自ら居住する住宅を建設または購入するために必要な資金

就職支度資金 就職するために必要な被服、身の回り品等の購入資金

転宅資金 住居の移転に伴う敷金、権利金等の一時金に充てるための資金

医療介護資金 医療または介護を受けるのに必要な資金の自己負担分等に充てるための資金

生活資金 

①技能習得期間中の生活資金 

②医療または介護を受けている期間中の生活資金 

③ひとり親家庭になって７年未満の生活安定期間中の生活資金 

④失業している期間中の生活資金(離職の日から１年以内) 

⑤家計急変により所得減少した場合の生活維持に必要な資金

結婚資金 児童または子が婚姻するのに必要な資金

修学資金 高等学校、大学、大学院、専修学校就学中の学資等に必要な資金

就学支度資金
①小学校、中学校、高等学校、大学、大学院、専修学校への入学に必要な資金 

②修業施設への入所に必要な資金

修業資金 
事業開始、就職のために必要な知識、技能を修得するのに必要な授業料、材料

費、交通費等の資金（修業施設在学生）

◆要件・限度額・償還期間 

貸付けの種類により、要件、貸付限度額、据置期間、償還期間などが異なります。 

◆連帯保証人 

原則、親族の連帯保証人が必要です。 

◆利子 

原則無利子。連帯保証人がない場合、有利子（年 1.0％）となる場合があります。 
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◆申請 

随時受付。申請者、連帯保証人には要件があります。また、他の貸付制度等との併用

の制限があります。申請から貸付けまでは１か月程度かかります。 

◆問合せ先 

本庁舎４階４６番窓口（子ども家庭相談課） 電話２８－９１３３（直通） 


